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平成 24 年 11 月６日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 グ リ ム ス 

代 表 者 名 代表取締役社長 田 中 政 臣

（ＪＡＳＤＡＱ・コード ３１５０） 

問 い 合 わ せ 先 専 務 取 締 役 小 野 裕 章
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合弁会社設立に関するお知らせ 

 

当社は、平成24年11月６日開催の取締役会において、株式会社エフティコミュニケーションズ（本

社：東京都中央区、代表取締役：平崎敏之）と、ＬＥＤ（Light-Emitting Diode：発光ダイオード）

照明の販売事業を行う合弁会社を設立することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいた

します。 

 

記 

 
１．合弁会社設立の目的 

当社グループは、太陽光発電システムの販売、ミネラルウォーターの宅配、電力基本料金の

削減コンサルティングを主な事業としており、環境・健康・省エネをキーワードに、それらに

役立つ商品を販売しております。今般、当社グループは、節電に役立つ商品としてＬＥＤ照明

の販売に本格的に参入することとし、ＬＥＤ照明の販売ノウハウを持つ株式会社エフティコミ

ュニケーションズと当社との間で合弁会社を設立し、当該合弁会社を中核として、ＬＥＤ照明

の販売事業を展開いたします。 

東日本大震災以降、電力需給問題や節電対策に社会的な関心が高まり、低消費電力・長寿命・

安全といった特長を持つＬＥＤ照明に対する需要が急拡大しております。2011 年のＬＥＤ照明

市場は前年比 155.7％増の 2,212 億円（注）と大きく拡張しており、今後も、節電対策や次世

代照明として市場は堅調に拡張するものと見込んでおります。 

ＬＥＤ照明の販売に当たっては、当社グループで培ってきた家庭向け及び事業者向けの創エ

ネ・省エネ商品の販売ノウハウや２万件を超える法人顧客を強みとして積極的な販売展開を図

ることにより、当初はＬＥＤ蛍光灯の月間販売本数 8,000 本を目標とし、２年目より順次月間

販売本数を拡大していく見込みです。 

また、当社グループが有する営業経験が豊富な人的資源の積極的投入と株式会社エフティコ

ミュニケーションズが持つ販売ノウハウを基に、販売手法の早期確立を目指すとともに、中長

期的に業容の拡大を目指してまいります。 

ＬＥＤ照明を広く普及させることは節電対策の推進に繋がり、電力需給や環境・資源問題と

いった社会的な要請に対する解決に役立つものと認識しており、当社グループとして積極的に

取り組んでまいります。 

（注）出典：富士経済 
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２．合弁により設立する子会社の概要 
(1) 商 号 株式会社ＧＦライテック 
(2) 所 在 地 東京都中央区日本橋蛎殻町 ２-13-６ 
(3) 代 表 者 代表取締役社長 那須 慎一 
(4) 設 立 年 月 日 平成24年12月３日（予定） 
(5) 主 な 事 業 内 容 ＬＥＤ照明の販売 
(6) 資 本 金 30百万円 
(7) 純 資 産 未定 
(8) 総 資 産 未定 
(9) 出 資 比 率 株式会社グリムス 66% 

株式会社エフティコミュニケーションズ 34% 
(10) 決 算 期 ３月末日 
(11) 当 社 と の 関 係 資本的関係 当社の66％出資子会社となります。 

人的関係 当社より役員を受け入れる予定です。 
取引関係 当社が経営管理指導業務を受託する予定です。 
関連当事者へ 
の該当状況 

当社の連結子会社に該当します。 

 
３．株式会社エフティコミュニケーションズの概要 

(1) 商 号 株式会社エフティコミュニケーションズ 
(2) 本 店 所 在 地 東京都中央区日本橋蛎殻町 ２-13-６ 
(3) 代 表 者 代表取締役社長 平崎 敏之 
(4) 設 立 年 月 昭和60年８月 
(5) 主 な 事 業 内 容 情報通信機器、OA 機器の販売等 
(6) 資 本 金 1,164百万円 
(7) 大 株 主 及 び 

持 株 比 率 
(平成24年３月31日) 

株式会社光通信 16.27％ 
畔柳 誠 13.13％ 
株式会社ハローコミュニケーションズ 11.73％ 

(8) 当 社 と の 関 係 資本的関係、人的関係、取引関係、関連当事者への該当状況 
ともに該当事項はありません。 

 
４．日程 

平成 24 年 12 月３日  合弁会社設立（予定） 

平成 24 年 12 月    営業開始（予定） 
 

５．今後の見通し 
   本件の当期業績に与える影響につきましては軽微であると判断しております。また、来期以 

降の業績見通しは未定でありますが、開示すべき事項が生じた場合は速やかに公表いたします。 
 

            

                                     以 上 


